
平成21年 4月以降分

源　泉　徴　収　税　額　表
この源泉徴収税額表は、平成21年4月現在のものであり、
平成19年 1月以降「税額」は改正されていません。

◇　給与所得の源泉徴収税額表（月額表）　� 《₁ページ》

◇　給与所得の源泉徴収税額表（日額表）　� 《₉ページ》

◇　賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表　� 《17ページ》

◇　源泉徴収のための退職所得控除額の表　� 《19ページ》

◇　退職所得の源泉徴収税額の速算表　� 《19ページ》

◇　電子計算機等を使用して源泉徴収税額を計算する
　　方法を定める財務省告示（別表第一〜別表第三）　� 《20ページ》

【源泉徴収をした所得税の納期限】
○　納期の特例の承認を受けていない場合
給料や報酬などを支払った月の翌月10日

○　納期の特例の承認を受けている場合（給与など特定の所得に限ります。）
₁月から₆月までの分………　₇月10日
₇月から12月までの分………　翌年の₁月10日（納期限の特例の届出書を提出し、
　　　　　　　　　　　　　　一定の要件を満たす場合については翌年の１月20日）

※₁　納期限までに、最寄りの金融機関又は所轄の税務署で忘れずに納付してください。
　₂　上記の10日又は20日が日曜日、祝日などの休日や土曜日に当たる場合には、その休
　　日明けの日が納期限となります。
　₃　納期限までに納付がない場合には、加算税や延滞税を負担しなければならないこと
　　があります。

☆☆源泉所得税の納付は電子納税で ! ! ☆☆

 イータックス 検索（注）e-Tax（イータックス）は、
　　「国税電子申告・納税システム」の略称です。

で

　源泉所得税の納付手続には、インターネットを利用したe-Tax（イータッ
クス）（注）のご利用が便利です。
　e-Taxをはじめてご利用になる場合は、「開始届出書」をe-Taxホーム
ページからオンラインで提出してください（所轄税務署に書面で提出する
こともできます。）。
　また、源泉所得税の納付などの電子納税に限ってご利用になる場合には、
電子証明書の登録は不要となっています。
　詳しくは、e-Taxホームページ【www.e-tax.nta.go.jp】をご覧ください。

イータ君



―　　　―1

給与所得の源泉徴収税額表（平成21年 4 月以降分）

（月　額　表……所得税法別表第二）（一） （〜166,999円）
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（二） （167,000円〜289,999円）
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（三） （290,000円〜4�9,999円）



―　　　―4

（四） （440,000円〜589,999円）
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（五） （590,000円〜7�9,999円）
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（六） （740,000円〜889,999円）
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（七） （890,000円〜1,759,999円）



―　　　―8

（八） （1,760,000円〜）

（注）この表において「扶養親族等」とは、控除対象配偶者及び扶養親族をいいます。
（備考）税額の求め方は、次のとおりです。
　１　「給与所得者の扶養控除等申告書」（以下この表において「扶養控除等申告書」といいます。）の提出があった人
　　⑴　まず、その人のその月の給与等の金額から、その給与等の金額から控除される社会保険料等の金額を控除した金

額を求めます。
　　⑵　次に、扶養控除等申告書により申告された扶養親族等の数が₇人以下である場合には、⑴により求めた金額に応

じて「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行を求め、その行と扶養親族等の数に応じた甲
欄の該当欄との交わるところに記載されている金額を求めます。これが求める税額です。

　　⑶　扶養控除等申告書により申告された扶養親族等の数が₇人を超える場合には、⑴により求めた金額に応じて、扶
養親族等の数が₇人であるものとして⑵により求めた税額から、扶養親族等の数が₇人を超える１人ごとに1,580
円を控除した金額を求めます。これが求める税額です。

　　⑷　⑵及び⑶の場合において、扶養控除等申告書にその人が障害者（特別障害者を含みます。）、寡婦（特別の寡婦を
含みます。）、寡夫又は勤労学生に該当する旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当するごとに
１人を加算した数を、扶養控除等申告書にその人の扶養親族等のうちに障害者（特別障害者を含みます。）又は同
居特別障害者に該当する人がいる旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当するごとに１人を加
算した数を、それぞれ⑵及び⑶の扶養親族等の数とします。

　₂　扶養控除等申告書の提出がない人（「従たる給与についての扶養控除等申告書」の提出があった人を含みます。）
　　　その人のその月の給与等の金額から、その給与等の金額から控除される社会保険料等の金額を控除し、その控除後
の金額に応じた「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行と乙欄との交わるところに記載され
ている金額（「従たる給与についての扶養控除等申告書」の提出があった場合には、その申告書により申告された扶
養親族等の数に応じ、扶養親族等１人ごとに1,580円を控除した金額）を求めます。これが求める税額です。
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給与所得の源泉徴収税額表（平成21年 4 月以降分）

（日　額　表……所得税法別表第三）（一） （〜6,999円）
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（二） （7,000円〜11,999円）
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（三） （12,000円〜16,999円）
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（四） （17,000円〜21,999円）
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（五） （22,000円〜26,999円）
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（六） （27,000円〜�1,999円）
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（七） （�2,000円〜）

（注）　この表において「扶養親族等」とは、控除対象配偶者及び扶養親族をいいます。
（備考）　税額の求め方は、次のとおりです。
　１ �「給与所得者の扶養控除等申告書」（以下この表において「扶養控除等申告書」といいます。）の提出があった人
　　⑴　まず、その人のその日の給与等の金額から、その給与等の金額から控除される社会保険料等の金額を控除した金

額を求めます。
　　⑵　次に、扶養控除等申告書により申告された扶養親族等の数が₇人以下である場合には、⑴により求めた金額に応

じて「その日の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行を求め、その行と扶養親族等の数に応じた甲
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　　　欄の該当欄との交わるところに記載されている金額を求めます。これが求める税額です。
　　⑶　扶養控除等申告書により申告された扶養親族等の数が₇人を超える場合には、⑴により求めた金額に応じて、扶

養親族等の数が₇人であるものとして⑵により求めた税額から、扶養親族等の数が₇人を超える１人ごとに50円を
控除した金額を求めます。これが求める税額です。

　　⑷　⑵及び⑶の場合において、扶養控除等申告書にその人が障害者（特別障害者を含みます。）、寡婦（特別の寡婦を
含みます。）、寡夫又は勤労学生に該当する旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当するごとに
１人を加算した数を、扶養控除等申告書にその人の扶養親族等のうちに障害者（特別障害者を含みます。）又は同
居特別障害者に該当する人がいる旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当するごとに１人を加
算した数を、それぞれ⑵及び⑶の扶養親族等の数とします。

　₂　扶養控除等申告書の提出がない人（「従たる給与についての扶養控除等申告書」の提出があった人を含みます。）
　　⑴　⑵に該当する場合を除き、その人のその日の給与等の金額から、その給与等の金額から控除される社会保険料等

の金額を控除し、その控除後の金額に応じて「その日の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行を求
め、その行と乙欄との交わるところに記載されている金額（「従たる給与についての扶養控除等申告書」の提出が
あった場合には、その申告書により申告された扶養親族等の数に応じ、扶養親族等１人ごとに50円を控除した金
額）を求めます。これが求める税額です。

　　⑵　その給与等が所得税法第185条第１項第₃号（労働した日ごとに支払われる給与等）に掲げる給与等であるとき
は、その人のその日の給与等の金額から、その給与等の金額から控除される社会保険料等の金額を控除し、その控
除後の金額に応じて「その日の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行を求め、その行と丙欄との交
わるところに記載されている金額を求めます。これが求める税額です。

　　　　ただし、継続して₂か月を超えて支払うこととなった場合には、その₂か月を超えて支払うこととなった部分の
給与等は、労働した日ごとに支払われる給与等には含まれませんので、税額の求め方は１又は₂⑴によります。
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賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表（平成21年 4 月以降分）

（所得税法別表第四）

（注） この表において「扶養親族等」とは、控除対象配偶者及び扶養親族をいいます。
　　　また、「賞与の金額に乗ずべき率」の賞与の金額とは、賞与の金額から控除される社会保険料等の金額がある場合
には、その社会保険料等控除後の金額をいいます。

（備考）　賞与の金額に乗ずべき率の求め方は、次のとおりです。
　１　「給与所得者の扶養控除等申告書」（以下この表において「扶養控除等申告書」といいます。）の提出があった人
（₄に該当する場合を除きます。）

　　⑴　まず、その人の前月中の給与等（賞与を除きます。以下この表において同じ。）の金額から、その給与等の金額
から控除される社会保険料等の金額（以下この表において「前月中の社会保険料等の金額」といいます。）を控除
した金額を求めます。

　　⑵　次に、扶養控除等申告書により申告された扶養親族等の数と⑴により求めた金額とに応じて甲欄の「前月の社会
保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行を求めます。

　　⑶　⑵により求めた行と「賞与の金額に乗ずべき率」欄との交わるところに記載されている率を求めます。これが求
める率です。

　₂　１の場合において、扶養控除等申告書にその人が障害者（特別障害者を含みます。）、寡婦（特別の寡婦を含みま
す。）、寡夫又は勤労学生に該当する旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当するごとに１人を加
算した数を、扶養控除等申告書にその人の扶養親族等のうちに障害者（特別障害者を含みます。）又は同居特別障害
者に該当する人がいる旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当するごとに１人を加算した数を、
それぞれ扶養親族等の数とします。



―　　　―18

　₃　扶養控除等申告書の提出がない人（「従たる給与についての扶養控除等申告書」の提出があった人を含み、₄に該
当する場合を除きます。）

　　⑴　その人の前月中の給与等の金額から前月中の社会保険料等の金額を控除した金額を求めます。
　　⑵　⑴により求めた金額に応じて乙欄の「前月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行を求めます。
　　⑶　⑵により求めた行と「賞与の金額に乗ずべき率」欄との交わるところに記載されている率を求めます。これが求

める率です。
　₄　前月中の給与等の金額がない場合や前月中の給与等の金額が前月中の社会保険料等の金額以下である場合又はその
賞与の金額（その金額から控除される社会保険料等の金額がある場合には、その控除後の金額）が前月中の給与等の
金額から前月中の社会保険料等の金額を控除した金額の10倍に相当する金額を超える場合には、この表によらず、所
得税法第186条第１項第１号ロ若しくは第₂号ロ又は第₂項（賞与に係る徴収税額）の規定（同条第₃項の規定を含
みます。）により、月額表を使って税額を計算します。

　₅　１から₄までの場合において、その人の受ける給与等の支給期が月の整数倍の期間ごとと定められているときは、
その賞与の支払の直前に支払を受けた若しくは支払を受けるべき給与等の金額又はその給与等の金額から控除される
社会保険料等の金額をその倍数で除して計算した金額を、それぞれ前月中の給与等の金額又はその金額から控除され
る社会保険料等の金額とみなします。
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源泉徴収のための退職所得控除額の表（平成21年 4 月以降分）
（所得税法別表第六）

（注）　この表における用語の意味は、次のとおりです。
　　⑴　「勤続年数」とは、退職手当等の支払を受ける人が、退職手当等の支払者の下においてその退職手当等の支払の

基因となった退職の日まで引き続き勤務した期間により計算した一定の年数をいいます（所得税法施行令第69条）。
　　⑵　「障害退職の場合」とは、障害者になったことに直接基因して退職したと認められる一定の場合をいいます（所

得税法第�0条第₄項第₃号）。
　　⑶　「一般退職の場合」とは、障害退職の場合以外の退職の場合をいいます。
（備考）
　　⑴　退職所得控除額は、⑵に該当する場合を除き、退職手当等に係る勤続年数に応じ「勤続年数」欄の該当する行に

当てはめて求めます。この場合、一般退職のときはその行の「退職所得控除額」の「一般退職の場合」欄に記載さ
れている金額が、また、障害退職のときはその行の「退職所得控除額」の「障害退職の場合」欄に記載されている
金額が、それぞれその退職手当等に係る退職所得控除額です。

　　⑵　所得税法第�0条第₄項第１号（退職所得控除額の計算の特例）に掲げる場合に該当するときは、同項の規定に準
じて計算した金額が、その退職手当等に係る退職所得控除額です。

退職所得の源泉徴収税額の速算表（平成21年 4 月以降分）
課 税 退 職 所 得 金 額 A 税率B 控除額C 税　額=A×B−C

�1,950,000円以下 ₅％ ―　　 A×₅％
1,950,000円超 � �,�00,000　〃　 10％ 97,500円 A×10％−� � 97,500円
� �,�00, 000�〃　 � 6,950,000　〃　 20％ 427,500円 A×20％−� 427,500円
� 6,950, 000�〃　 � 9,000,000　〃　 2�％ 6�6,000円 A×2�％−� 6�6,000円
� 9,000, 000�〃　 18,000,000　〃　 ��％ 1,5�6,000円 A×��％−1,5�6,000円
18,000,000�〃　 40％ 2,796,000円 A×40％−2,796,000円

勤続年数 退 職 所 得 控 除 額 勤続年数 退 職 所 得 控 除 額
一般退職の場合 障害退職の場合 一般退職の場合 障害退職の場合

　
₂年以下

₃　年
₄　年
₅　年

₆　年
₇　年
₈　年

₉　年
10　年
11　年

12　年
1�　年
14　年

15　年
16　年
17　年

18　年
19　年
20　年

21　年
22　年
2�　年

千円
800

　

1,200
1,600
2,000

2,400
2,800
�,200

�,600
4,000
4,400

4,800
5,200
5,600

6,000
6,400
6,800

7,200
7,600
8,000

8,700
9,400
10,100

千円
1,800

　

2,200
2,600
�,000

�,400
�,800
4,200

4,600
5,000
5,400

5,800
6,200
6,600

7,000
7,400
7,800

8,200
8,600
9,000

9,700
10,400
11,100

　
24　年
25　年
26　年

27　年
28　年
29　年

�0　年
�1　年
�2　年

��　年
�4　年
�5　年

�6　年
�7　年
�8　年

�9　年
40　年
　

41年以上

千円
10,800
11,500
12,200

12,900
1�,600
14,�00

15,000
15,700
16,400

17,100
17,800
18,500

19,200
19,900
20,600

21,�00
22,000

　

22,000千円に、
勤続年数が40年
を超える１年ご
とに700千円を
加算した金額

千円
11,800
12,500
1�,200

1�,900
14,600
15,�00

16,000
16,700
17,400

18,100
18,800
19,500

20,200
20,900
21,600

22,�00
2�,000

　　

2�,000千円に、
勤続年数が40年
を超える１年ご
とに700千円を
加算した金額

（注）１　退職手当等の収入金額から退職所得控除額を控除した後の金額の₂分の１に相当する金額（1,000円未満の端数
　　 　切捨て）を課税退職所得金額Aの欄に当てはめて、税額計算を行います。
　 　₂　求めた税額に100円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。
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月額表の甲欄を適用する給与等に対する源泉徴収税額の電算機計算の特例

　給与所得に対する源泉徴収税額は、「給与所得の源泉徴収税額表」によって求めることになって
いますが、その給与等の支払額に関する計算を電子計算機などの事務機械によって処理している
ときは、月額表の甲欄を適用する給与等については、下記の別表（別表第一〜別表第三）を用いて
源泉徴収税額を求めることができる特例が設けられています。

〔源泉徴収税額の計算方法〕
　その月の社会保険料等を控除した後の給与等の金額Aから、別表第一により算出した給与所得控
除の額並びに別表第二に掲げる配偶者控除の額、扶養控除の額及び基礎控除の額の合計額を控除し
た残額（課税給与所得金額B）を、別表第三に当てはめて源泉徴収すべき税額を求めます。

〔電子計算機等を使用して源泉徴収税額を計算する方法を定める財務省告示（平成21年 4月以降分）〕
別表第一

配 偶 者 控 除 の 額 �1,667円
扶 養 控 除 の 額 �1,667円×扶養親族の数
基 礎 控 除 の 額 �1,667円

その月の社会保険料等控除後の給与等の金額A
給 与 所 得 控 除 の 額

以　　上 以　　下

　　　　　　円 　　　　　　円

――― 1�5,416 54,167円

1�5,417 149,999 A×40�％

150,000 299,999 A×�0�％＋� 15,000円

�00,000 549,999 A×20�％＋� 45,000円

550,000 8��,��� A×10�％＋100,000円

8��,��4 円　　以　上 A×₅�％＋141,667円
（注）　給与所得控除の額に１円未満の端数があるときは、これを切り上げた額をもってその求める給与所得控除の額とします。

別表第二

その月の課税給与所得金額B
税　額　の　算　式

以　　上 以　　下

　　　　　　円 　　　　　　円

――― 162,500 B×₅�％

162,501 275,000 B×10�％−　8,125円

275,001 579,166 B×20�％−� �5,625円

579,167 750,000 B×2��％−� 5�,000円

750,001 1,500, 000　 B×���％−128,000円

1,500,001 円　　以　上 B×40�％−2��,000円

（注）　税額に10円未満の端数があるときは、これを四捨五入した額をもってその求める税額とします。

別表第三
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○ 給与所得の源泉徴収税額表の使用区分
　 月額表、日額表などの使用区分は、次表のとおりです。

○ 扶養親族等の数の求め方
　税額表の甲欄の「扶養親族等の数」というのは、控除対象配偶者（又は老人控除対象配偶者）と扶養親族
（老人扶養親族又は特定扶養親族を含みます。）の合計数をいいますが、本人が障害者（特別障害者を含み
ます。）、寡婦（特別の寡婦を含みます。）、寡夫又は勤労学生に該当するときには、その一に該当するごとに
扶養親族等の数に１人を加えた数を、また、その人の控除対象配偶者や扶養親族のうちに障害者（特別障害
者を含みます。）又は同居特別障害者に該当する人がいるときには、これらの一に該当するごとに扶養親族等
の数に１人を加えた数を、それぞれ扶養親族等の数とします。
　したがって、次の設例では、扶養親族等の数はそれぞれ次のようになります。

税　額　表 適　用　す　る　給　与 適　用　す　る　欄

月　額　表
⑴　月ごとに支払うもの
⑵　半月ごと、10日ごとに支払うもの
⑶　月の整数倍の期間ごとに支払うもの

甲　欄……「給与所得者の扶養控除等申告
　　　書」を提出している人に支払う給与
乙　欄……その他の人に支払う給与

日　額　表

⑴　毎日支払うもの
⑵　週ごとに支払うもの
⑶　日割で支払うもの

甲　欄……「給与所得者の扶養控除等申告
　　　書」を提出している人に支払う給与
乙　欄……その他の人に支払う給与

日 雇 賃 金 丙　欄

賞与に対する
源泉徴収税額
の算出率の表

賞 与
　ただし、前月中に普通給与の支払がない場
合又は賞与の額が前月中の普通給与の額の10
倍を超える場合には、月額表を使います。

甲　欄……「給与所得者の扶養控除等申告
　　　書」を提出している人に支払う給与
乙　欄……その他の人に支払う給与

日雇賃金を
除きます。

�
�
�



　国税電子申告・納税システム（e-Tax）の利用のための事前準備（裏面をご覧ください。）の後、
電子納税が可能となります。
　インターネットバンキングやATMを利用した源泉所得税の納付のしかたは次のとおりです。

　e-Taxソフト等を利用して徴収高計算書
データを作成します。
　開始届出書を提出し取得した「利用者識別
番号」とe-Taxに登録した「暗証番号」を用
いてe-Taxにログインし、作成した徴収高計
算書データを送信します。
※　納付すべき税額がない場合（納付税額０円）の徴収
高計算書データについても送信することができます。

1 徴収高計算書データの作成・送信

（注）金融機関によって画面は異なります。

　e-Taxソフトのメッセージボックスから「納
付区分番号通知確認（受信通知）」の表示を
行います。
　画面の「インターネットバンキング」のボ
タンをクリックし、画面の案内に従い、お取
引の金融機関を選択します。
　なお、ATMを利用して納税する場合には、
画面に表示された「収納機関番号」及び「納
付区分」をお控えの上、　　　（ペイジー）マー
クの表示があるATMで納税してください。

2 納付区分番号等の確認

　インターネットバンキングのシステムにロ
グインすると、払込情報が画面に表示されま
す。払込情報を確認し、払込を実行すること
により、利用者の指定口座から払込金額が払
い込まれ、電子納税が完了します。
※　納付期限内に徴収高計算書データを送信した場合で
あっても、電子納税を期限後に行ったときは、期限後
納付となりますのでご注意ください。

3 金融機関への納付指図

電子納税のしかた（源泉所得税）☆�☆☆�☆

○電子納税の新たな方式「ダイレクト納付」のお知らせ（平成21年9月導入予定）
　「ダイレクト納付」とは、事前に税務署に届出等をしておけば、e-Taxを利用して電子申告や徴収高計算書の送
信をした後に、届出した預貯金口座からワンクリックで、即時又は指定した期日に納付することができるという
新たな納付手段です（ダイレクト納付の利用に際しては、インターネットバンキング等の契約は必要ありません）。

　【お知らせ】
　給与所得等の所得税徴収高計算書（納付書）の用紙につきましては、原則として、年末調整の時期に
合わせて、源泉徴収義務者の皆様に税務署から送付させていただいております。
　e-Taxを利用することにより納付書が不要となる方につきましては、e-Taxにより納付書データを作
成する際に、「所得税徴収高計算書用紙の送付の要否」欄の「１　送付不要」を選択した上で、徴収高計
算書データを送信していただくことにより、税務署からの納付書の送付を省略させていただきます。
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詳しくは、e-Taxホームページ（www.e-tax.nta.go.jp）をご覧ください。

　インターネットにアクセスできるパソコンをお持ちの方は、次の手順で事前準備を行うことにより、
国税電子申告・納税システム（e-Tax）を利用した電子納税ができます。

ご利用開始までの流れ

　お取引の金融機関で「税金・各種料金払込みサービス」（ペイジー）が提供されている
必要がありますので、予め金融機関にご確認ください。
　なお、インターネットバンキング等の契約をしていなくても、ペイジーマークの表示
があるATMを利用して納税することができます。

金融機関とインターネットバンキング等の契約をします。

　e-Taxをはじめてご利用になる場合は、e-Taxの開始届出を行ってください。
　開始届出はe-Taxホームページから行うことができ、その場合、利用者識別番号が
オンラインで発行（通知）されます。
　なお、開始届出を行う際には、電子納税の利用に必要な納税用確認番号、納税用カナ
氏名・名称の登録変更を併せて行ってください。
※　開始届出は「開始届出書」を所轄の税務署に書面で提出して行うこともできます。
　　この場合、税務署から利用者識別番号等を記載した通知書が送付されます。

e-Taxの開始届出をオンラインで行います。

　e-Taxソフト（e-Taxを利用するためのソフト）をインターネットに接続したパソ
コンにインストールし、初期登録を行います。（「開始届出書」を書面で提出した場合には、
初期登録の際に、電子納税に必要な納税用確認番号等を登録してください。）。
　これで電子納税の準備は完了です。「電子納税のしかた」は、裏面をご覧ください。
※　e-Taxソフトは、e-Taxホームページからダウンロードしてください。
　　初期登録の手順については、e-Taxホームページをご覧ください。

3 パソコンにe-Taxソフトをインストールします。

◦　電子証明書を登録することにより、所得税、法人税、消費税及び地方消費税などの
　電子申告や各種申請・届出の電子提出についてもご利用いただけます。
◦　電子証明書は、地方公共団体、法務省又は民間の認証局等が発行します。e-Taxで
　使用可能な電子証明書については、e-Taxホームページをご覧ください。
　　なお、電子証明書の具体的な取得方法及び費用については、各電子証明書の発行機関へお尋ねください。
※　ICカードタイプの電子証明書をご利用になる場合は、ICカードリーダが必要になります。

4 電子証明書を登録します。
（e-Taxを源泉所得税などの「電子納税」に限り利用する場合は不要です。）

インターネットバンキングやATMで
� 源泉所得税が納付できます�
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